












































































































19才以下 20～24* 25～29才 30～34才 35～44才 45才以上 合計
男 141 357 235 180 227 114 1.254
女 31 87 33 16 0 1 168
計 172 444 268 196 227 115 1.422









































































































































































































































































































































































































































































東京 神奈川 愛知 大阪埼玉千葉 その他
農林
水産業
建設業 製造業 食料品 機械
その他
48年度 259 160 159 6 37 0 37 758 0 1 712 ※ ※ 45
49〃 307 127 171 0 13 0 13 631 0 0 536 11 510 95
50〃 20 393 35 Q 99 0 45 592 0 0 539 0 407 53
51〃 383 689 43 114 115 22 115 1.481 0 14 1.459 0 1.188 8
52〃 582 515 122 160 144 30 104 1.657 0 150 1.427 0 930 80
53〃 605 372 190 39 221 16 114 1.557 0 330 1.134 0 292 93
54〃 724 585 244 30 115 19 203 1.920 0 99 1.635 19 855 186
55〃 934 1.009 341 64 75 0 405 2,828 0 233 2．536 294 1.886 59





































































51年 52年 53年 54年 55年
3月卒 3月卒 3月卒 3月卒 3月卒
17,63918,54418,56118.74718.470
81.1 82．9 86．1 86．5 88．8
92.6 93.1 93.5 94.0 94.2
1．121 1.051 681 642 498
5.2 4.7 3.2 3.0 2.4
5.2 4.8 4.4 4．0 3.9
2.226 2．017 1.680 1.741 1.379
10．2 9.0 7.8 8．0 6．6




















17.974 4.423 4.566 4.098 3,678 3,585 3.452 3,479 3,645
91.4 27．1 28.2 25．2 21．9 20．6 19．4 19．1 20．6
94．3 32.2 34.2 33.9 33.2 32.8 32.0 31.9 31.4
364 6,566 6．114 5,628 5,628 5,682 5,948 6,712 6.360
1.9 40．3 37.7 34．6 33.5 33.1 33.4 36.9 35．9
3．9 48．0 44.6 42．2 42．5 42．9 42．7 42.9 43．1
850 4.695 3,654 4．443 5.103 5.289 5,673 5.102 4．645
4．3 28．8 22.6 27．3 30.4 30．5 31.9 28．0 26．2













































































































































































































































































































































































































































計 364 92 168 84 16 4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
県内で就職したい 150 26 70 46 5 3 41.2 28．3 41．7 54．8 31.3 75.0
自営業・家業に従
事するため
















25 11 13 1 － － 6．9 12．0 7.7 1.2
－ 4■■■■■■■
そ の他 40 18 17 2 3 － 11．0 19.6 10.1 2.4 18．8 －
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なれた土地を離れたくない」34.1％，「本土で生活する自信がない」2.4％，「本土での仕事
がきついから」2.4％という結果が出ているのは，まさに沖縄の若者たちの真情の表現と
いってよかろう。それでなくとも失業率の高い沖縄へ，それを十分承知の上の若者たちを
あえて帰還させる引力は,一体何のかという問いが胸に迫ってこざるをえないものがある。
ちなみに，「本土で働く沖縄青年調査｣では，次の結果が得られている。問い－｢沖縄は，
現在高い失業率が続いていますが，沖縄に帰ったあとの就職についてどう考えています
か｡｣，答え－｢積極的に職さがしをする」39％，「独立して仕事をする」24％,「就職のあ
てがある」10%,「農業･水産業などをやる」7%,「結婚して家庭に入る」7%,「そのう
ち何とかなる」6％，「家業を継ぐ」1％。
以上の考察と若干の聴きとり調査とを合わせて,沖縄青年の短期離職Uターン志向の根
底に潜む心情について筆者なりの見解をまとめると，およそ次のようになる。
①内地企業の細部にわたる官僚的諸規則による拘束と圧迫感，神経の張りつめる単調な
仕事のくりかえしによる緊張と倦怠，職場の複雑な人間関係の煩わしさと重圧，内地人の
形式主義的で窮屈なものの考え方や行動の仕方などについて行けない。
②つらく苦しいことにも辛抱して同じ職場にしがみつき，そこでの昇進を追求するとい
うことには意欲がもてない。
③できれば暖いところでのんびりと働きたいので，特に冬季の戸外労働（土木業など）
は避けたいが,規則や時間に縛られての屋内労働にも，結局短期間だけしか耐えられない。
④「本土」での勤務生活，都会生活を体験し，技術・資格も習得したので，所期の目的
がはたせた（『離職調査』にある退職理由のなかに，学業修了をもって「契約期間満了」と
回答している者がいるのは興味深い｡）という一種の区切り意識がうかがえる。
⑤親が子どもを「本土」に出したがらず引きとめるため，最初からなるべく早く沖縄へ
帰ることを予定していたタイプが見出される。いわば「予定行動型」であり，中には親と
早期帰省の約束を交わして，やっと「本土｣への就職希望が叶えられている事例もある（女
子に多い)。また，結婚するなら郷土でという志向が，特に女子には強い。
⑥何かにつけ郷土の方が暮しやすいという意識が，若者たちを沖縄へ強力に引き戻す力
となって働いている。それは親族や同郷者の間における物質的な面での相互扶助が期待で
きるということのほかに，同じ生活慣習や社会慣行を共有し合っていることからくる安心
感をも包含していよう。収入面では，「アルバイト」と称されている臨時の就労機会がけつ
こうあり，さらにまとまった収入は，出稼ぎに行って獲得することができるから，定職に
就かなくても食うには困らないという事情力:ある。出稼ぎは常雇とちがい，官僚制的規則
による拘束の程度が少い就労形態であり，一時にまとまった現金が稼げるほか，休職の期
間「雇用保険」が支給されるなどの魅力ないしメリットがあるのである。
⑦とはいえ，これらの傾向は高卒者までの若年層に限定されるのであり，「本土｣の大学
沖縄青年の労働観と就労動向－その概観
卒業者，従ってホワイト・カラー労働者や専門職従事者（教師，医師など）の場合には，
あまり該当しない。定職意識昇進意識など，かれらと高卒者までの現業労働者との問に
階層的差異が認められるとの予測も成り立ちうるが，それを立証しうる資料的裏づけは今
のところもちあわせていない。
(3)Uターン者を受け容れる社会的基盤
今まで若年層の心情，態度，価値観など意識面に焦点をあてて考慮してきたが，このよ
うな意識が成り立ちうる社会的基盤が当然に存在しているわけである。その解明作業は沖
縄社会の構造と機能の分析に等しいから，短期の研究ではそれをはたすのは困難である。
とりあえず，関連する社会的事実に絞って，そのいくつかをあげて今後の参考としてみよ
う。
①門中制度にみられる強い一族的保護システム。ただし，父系的な門中制度と伝統的な
母系制的結合との関連を究明する必要がある。カマド（火）を司り，霊的能力をもつ女人
への崇拝の伝統が，単なる残津としてではなく，沖縄社会の最基層に根づいているように
見受けられるだけに，「本土」の父系的な同族制度･家制度とは異質の別の社会原理が働い
ているようにも推測され，その実態の解明が待たれる。（仲松弥秀『古層の村一沖縄民俗
文化論』沖縄タイムス社，1977.大井浩太郎『沖縄農村社会文化史』勁文社，1976,など
参照）
シマ
②間切(部落)を同じくする者同士の強い地縁的結合と連帯｡離島からみた先島や離島・
先島からみた沖縄本島といった，より上位の異郷に必ずといってよいほど結成されている
「郷友会」の存在と役割には注意を要するものがある。（琉球新報社編『郷友会』琉球新報
社，1980。『青い海』1982年12月号特集「郷友会社会の沖縄」参照）
③相互扶助システムとしてのユレーグワー(模合)。困った時に互いに助け合う共済組織
として，「結い」や「寄合い」から転化したといわれる蝋ユレーグワー〃力罫あり，沖縄人の
日常生活に根を下している。頼母子講のようなものと考えてよいが，これが地域社会に根
を張り，現実に機能している（反面，問題も生じている）こと自体，沖縄社会の根底にあ
る相互扶助的な特質を表現するものであろう。こういう生活慣習が生きている社会から｢本
土」の根無し草な競争生活に投げだされた場合のことを考えると，そこから逃げだし，母
なる故郷へ帰ろうとする志向性が生じるのも,無理からぬものがあるとの思いが強い｡(『青
い海』1981年6月号特集「ユレーグワー（模合）と沖縄人」参照）
④これらの特質をつきとめてみると，食べて行くだけなら何とかやっていけ，それ以上
のものを求めてあくせくしない，沖縄社会ののびやかさ，懐の深さが感じとられる。企業
組織に拘束されない自由な労働としての「アルバイト」や出稼ぎへの就労を，この沖縄社
会の特質と関連させてみる必要があるかと思われる。
⑤一方，沖縄社会の中にも，格差の重層構造が認められる。沖縄本島と先島，さらに離
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島との格差がそれで，とりわけ先島の離島は蝋シマちやび〃（離島苦）の極限にあえいでい
る。離島苦は，交通難と産業基盤の（単なるぜい弱さではなく）欠落に由来しているとい
えよう。（『新沖縄文学』1974年26号特集｢崩壊する沖縄｣所収，「ルポ過疎化の島から」
参照）そういう格差と何らかの差別があればこそ，なおのこと同じシマ出身同士の結合が
一段と募るのであろう。また先島の中でも，宮古島と石垣島とでは産業基盤も住民気質も
かなり異っていて，何かと対比される存在となっている。宮古人は沖縄の中でも特別の扱
いを受ける傾向もままみられ，これを差別として直視する議論もある。（川満信一『沖縄．
根からの問い一共生への渇望』泰流社，1978,所収「宮古論・島共同体の正と負一共
生志向の模索」参照）
宮古島における出稼ぎや新規学卒者の県外就職とUターン後の動向の概況を調査して気
づいたことは，次のことであった。
「一般的に，沖縄先島から沖縄本島那覇市およびその周辺部への若年層を中心とする人
口移動が多く，そこから本土京浜地方（など）への帆出稼ぎ〃の多いことが資料から知ら
れるが，その労働移動の仕方は予測とは違っていた。すなわち，那覇職安管内が本土への
労働移動の中継点になっているとの予測はかならずしも当たらず，沖縄離島から中．高卒
者が直接に本土京浜地方（など）の企業に就職するものの，様々な理由から出身地に戻っ
てきても，そこに若年労働力を吸収しうる産業基盤力§ないために，今度は親類・同郷者を
頼って，那覇市およびその周辺に再移動している実態がみられる。それ以後，那覇管内を
基地として，、出稼ぎ"，、アルバイト〃その他の臨時就労をくり返している。この傾向は，
特に宮古島およびその離島部に顕著である。宮古島，特に（その）都市部（平良市）の産
業構成は，土建業および零細商店（マチグワー）の比率が高く，若年労働力を吸収する力
の弱いのが，その原因である。しかし帆出稼ぎ〃の多い農村部の城辺町においては，行政
当局による観光会社からの土地の買戻しと配分，土地改良，農業（砂糖キビ）振興が成功
し，出稼ぎ者が激減していることが判明した。その経過を追及することが，次の課題とな
る｡」（昭和58年度科学研究費補助金実績報告書，一部修正）
要するに，先島を含む離島における産業基盤の欠如ないし弱さが,Uターン青年の本島
都市部への再流出を促し，彼らはそこから「本土」出稼ぎへ転じているわけで，結果的に
は蝋Jターン〃の形になっているが，実質は再流出であるという意味からは、Sターン〃
と言い表すべきものであろう。その意味でなら，本島都市部が出稼ぎの中継基地になって
いるといっても，あながちまちがいとはいえない。
⑥先島における「地域開発」の始動と若者たちによる、シマおこし〃運動の芽生え。こ
のような状況にある先島の地域振興のために，行政機関は「地域開発」に向けて一定の取
り組みを開始している。そのプロセスについては，側沖縄地域科学研究所・真栄城守定所
長の著書（『八重山・島社会の風景』ひるぎ社，1982。『宮古･地域開発の胎動』ひるぎ社，
沖縄青年の労働観と就労動向－その概観
1982）に詳しい。
一方，住民レベルで若年層を中心とする自覚的な蝋シマおこし〃運動が芽生え,急速に
成長しつつあり，その動きは沖縄の将来を占う意味で，大いに注目に値するものである。
前出の「本土で働く沖縄青年調査」でも，次のような問いが発せられ，本土就職者たちは
これに熱心に呼応している。問い－｢､Uターン〃した青年たちが，部落青年団や，離島
などで帆シマおこし〃の中心になったりしている話をよく聞きますが，それについてどう
思いますか｡｣，答え－｢大へんいいことで，自分も帰ったらそうしたい」72％，「いいこ
とだが，積極的にやるつもりはない」21％，「関心力:ない」7%｡Uターン青年たちのシマ
おこしに向けての心情と試みについては，同調査が収録されている『青い海』1981年12月
号の特集「Uターン青年たちは，今」がぜひ参照さるべきである。その他，金城朝夫「胎
動する島々－沖縄，八重山からの報告」（『世界』1978年4月号),CTS阻止闘争を拡げ
る会編『琉球弧の住民運動』（三一書房，1981）など，注意深く検討すべき文献資料は少〈
ない。今回の調査でも次の所見ｶ苛得られたことを付記して，本稿の一応のしめくくりとし
たい。
「石垣島では，地域産業の基盤が宮古島とは異なっており，労働力の構成も複雑である。
同島はむしろ労働力の受容地であり，八重山諸島，宮古島(諸島)，沖縄本島のほか，少数
ながら，台湾，本土からの移住者もみられる。そういう中で，農業青年を中心に帆シマお
こし〃運動が盛んであり，地域文化を含む，地域社会の振興には見るべきものがある。青
年を主体とする，肉牛，野菜，花きなど複合農業経営への転換の実践は，注目に値するも
のである。木工業の青年グループも育成されている。総じて，若年層の労働観の究明と共
に，今後，各地域事例に即して，地域産業と労働移動との関連を分析することが急務であ
る｡」（前掲，実績報告書）
1984年10月31日脱稿
［追記］
表記の研究費により，1984年12月21日から29日にかけて，与那国島，黒島，宮古島，伊良部島で視察・
聴取調査を行い，特に離島の置かれている状況について理解を深めることができた。その結果,本稿につい
ても補正を要する若干の点やより深く掘り下げるべき問題点が見出されるが，これについては別稿の機会
を待ちたい。とりあえずは，「労働社会学研究会会報｣第4号のレポー トを参照願えれば,幸いである。（1985
年1月29日）
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